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愛知教育大学研究報告，５６（芸術・保健体育・家政・技術科学編），pp．３１～３４，March，２００７

�　緒　　　言

　先に我々は，筋内部位により組織化学的・生理学的
特性が異なるラットの内側腓腹筋３）�４）�５）�１７）において，
筋線維の運動トレーニングに対する適応変化は筋長軸
方向の異なる部位で同一ではなく，同じ筋線維タイプ
でも部位によってその変化は異なることを報告した１４）。
　一方で，������ら１１）はラットの足底筋について，
共同筋切除による機械的過負荷で筋線維の肥大は同じ
タイプの筋線維であっても長軸方向の異なる部位間で
肥大率は異なることを報告している。また，山内ら１８）

もラットの足底筋について，非荷重状態で観察される
筋線維の萎縮は長軸方向の近位部に比べて中央部や遠
位部で顕著だったことを報告している。これらはいず
れも足底筋の筋線維の適応変化は部位により異なるこ
とを報告している。また，足底筋は内側腓腹筋と同様
に足関節の底屈動作に働くため，筋線維の運動に対す
る適応変化も内側腓腹筋と同様に部位により異なるこ
とが考えられる。
　そこで本研究では，足底筋の異なる部位の運動ト

レーニングに対する適応変化を検討するために，ラッ
トに持久性の走トレーニングを実施し，長軸方向の異
なる部位の筋線維を組織化学的に調べた。

�　実 験 方 法

　実験動物として１０週齢の�������３４４系雌ラットを用
い，コントロール群とトレーニング群に群分けした。
飼育は室温２２±１℃，湿度６０±５％，昼夜逆転１２時間
の明暗サイクルの環境下で行った。飼料は固形飼料
���２（日本クレア株式会社）を用い，飲水ともに２４
時間自由摂取とした。なお，実験動物の取り扱いにつ
いては「実験動物の飼養及び保管等に関する基準」８）

に沿って行った。
　トレーニング群には１週間の予備トレーニング後，
２週目から分速３０�，走行時間６０分の持久性の走ト
レーニングを１日１回，週５日実施した。８週間のト
レーニング期間終了後の１９週齢の時点で，ペントパル
ビタールを過投与したうえで断頭屠殺し足底筋を摘出
した。摘出した筋は冷却したイソペンタン中にて急速
凍結させた。その後，足底筋の異なる長軸部位（膝関
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節より２０と８０％）より連続切片を作成した（図１参照）。
　それぞれの切片には������染色を施し，�����の方
法６）に従い筋線維をタイプⅠ，Ⅱ�，Ⅱ�およびⅡ�
に分類した。さらに連続切片には筋線維のコハク酸脱
水素酵素（���������	
���

�������	�	���）活性を測定
するために，������らの方法９）に従い定量的な���
染色を施した。���染色の結果は５５０��の励起波長下
にて，顕微鏡に取り付けた���カメラ（��������	
�
�５５�）を介してパーソナルコンピュータに取り込み，
画像処理ソフト（���������	��
�������
�������
�����
������������	�����
��
��
���１�６１）を用いて筋線維の
平均染色濃度と横断面積を測定した。筋線維の染色濃
度は同時に取り込んだステップタブレット（�������
４０５��１４６）の濃度を用いて光学的濃度値に変換した。
筋線維の���活性は光学的濃度を染色時間で除した
値（��������	
����
����／���）で表した。サンプルリ
ングは先に示した長軸部位において，各筋線維タイプ
ごとに３０本を目安に行った。
　各測定値は群ごとに平均値，標準偏差及び標準誤差
を求め，統計的な検定を行った。体重および筋重量に
ついては，分散の検定には�検定法を，平均値の検定
については�検定法を用いた。筋線維タイプ別の横断
面積と酸化系酵素活性の検定には，二要因（群×部位）
の分散分析法を用いた。なお，有意水準は５％
（��０�０５）とした。

�　結　　　果

１. 体重および組織重量の変化

　������１に各群の体重，筋重量および相対的筋重量

を示した。体重，筋重量および相対的筋重量はコント
ロール群に比べてトレーニング群が高値を示したが，
それらはいずれも有意差は認められなかった。
２. 筋線維横断面積の変化

　�����２に各群の筋線維タイプ別横断面積を示した。
コントロール群において，遠位部の筋線維横断面積は
近位部に比べてすべてのタイプ筋線維で高値を示し
た。トレーニング群の筋線維横断面積はコントロール
群に比べて両部位のいずれのタイプの筋線維も高値を
示し，すべてのタイプにおいて有意な差が認められ
た。トレーニング終了の筋線維横断面積は近位部に比
べて，すべてのタイプの筋線維で遠位部で高値を示し
た。
３. 筋線維の SDH活性の変化

　����３に筋線維タイプ別の���活性を示した。コン
トロール群において，近位部の筋線維���活性は遠位
部に比べてタイプⅠ筋線維で高値を示した。トレーニ
ング群の筋線維���活性はコントロール群に比べて
両部位のいずれのタイプの筋線維も高値を示したが，
有意差がみられたのは近位部のタイプⅠ線維と遠位部
のタイプⅡ�およびⅡ�線維であった。

�　考　　　察

１. 近位部と遠位部の筋線維の違い

　��������ら３）はラットの内側腓腹筋の筋線維����活
性は遠位部に比べて近位部で高く，近位部は疲労耐性
に優れ，遠位部は高い発揮張力を有していることを報
告している。本研究において，筋線維の���活性はい
ずれのタイプの筋線維も遠位部に比べて近位部で高値
を示した。また，筋線維横断面積はいずれのタイプの
筋線維も近位部に比べて遠位部で高値を示した。発揮
張力は筋線維の横断面に比例することから，足底筋で
は近位部に比べて遠位部でより大きな出力ポテンシャ
ルを有していると考えられた。これらのことは，足底
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ラット足底筋における異なる部位での持久性トレーニングに対する適応変化

筋の部位による機能的特性や代謝的特性の違いは内側
腓腹筋と同様であることを示唆していた。両筋におけ
る異なる部位での筋線維のこれらの特性が同様である
原因として，両筋ともに足関節の底屈動作に寄与して
いること，さらに，足底筋の近位腱が腓腹筋に付着し
ている１５）という解剖学的な特性の類似が考えられた。
また，��������ら３）は内側腓腹筋における部位による
筋線維の各種特性の違いから，近位部では緊張的な，
遠位部では相同的な活動要求なされていることを示唆
している。したがって，本研究で観察した足底筋にお
いても通常の飼育状態で同様な活動要求があったと考
えられた。
２．持久性トレーニングに対する異なる部位の適応変

化

　持久性トレーニングによって筋線維は肥大し，ミト
コンドリア量の増加によって筋の酸化系能力が亢進す
ることが報告されている２）�７）�１０）�１３）。本研究では両部位
においても筋線維の肥大や筋線維���活性の亢進が
観察されたことは，本研究で採用した走トレーニング
が持久性運動として十分な刺激条件であったと考えら
れた。
　しかしながら，トレーニング後の筋線維横断面積は
いずれのタイプの筋線維も近位部に比べて遠位部で大
きく，遠位部により大きな活動要求があったものと考
えられた。������ら１１）は過負荷に伴う足底筋の筋線
維の肥大は近位部に比べて中央部や遠位部で大きいこ
とを報告している。また，彼らは過負荷に伴う筋線維
の肥大やタイプ移行の程度は，観察部位の筋線維組成
と関係していることを示唆している１１）。足底筋の筋線
維組成は近位部に比べて遠位部で相動的な収縮特性を
有するタイプⅡ�の割合が高いことから，遠位部に高
い機械的負荷が選択的に加わっていたと考えられた。
　一方で，タイプⅠ線維の���活性は遠位部ではト

レーニングにより変わらなかったが，近位部では約
４０％の亢進が観察された。歩行や走運動時における運
動単位の動員は運動強度に伴い�→��→��→��の
順であることが報告されている１９）が，ラットの下肢筋
において同じタイプの運動単位（��）でも大きなサ
イズの��より小さいサイズ��が先に動員されるこ
とが報告されている５）。また，同じ運動単位であって
も筋を引き伸ばした場合，より小さく，出力の低い運
動単位が先に動員されることが報告されている１）�２０）。
本研究ではタイプⅠ線維の横断面積は遠位部に比べて
近位部で小さかったことから，近位部のタイプⅠ線維
が先に動員され，���活性と密接に関係するミトコン
ドリア１２）�１６）を増加させる活動刺激が加わっていた可能
性が考えられた。しかしながら，タイプⅠ線維はト
レーニングにより両部位で同様に肥大していたことか
ら，どのような刺激が選択的に近位部のタイプⅠ線維
のミトコンドリアを増加させたか不明であった。この
点については今後詳細な検討が必要である。

�　結　　　語

　本研究ではラットの足底筋の異なる部位について，
持久性トレーニングに対する適応変化を検討した。そ
の結果，トレーニングに対する適応変化は筋内部位で
必ずしも一様でないことが明らかにされた。これらの
適応の違いは筋線維構成比の違いが影響する可能性が
あることから１１）�１８），異なる筋内部位の適応変化に関し
て筋線維組成や収縮タンパク構成比などの検討も必要
であると考えられた。
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１３）鈴木英樹��春日規克��内藤久士��山内秀樹��辻本尚弥��石河利

寛�（１９９５）�老齢期の骨格筋における持久性走トレーニング

の有効性の検討．デサントスポーツ科学��１６���１２４�１３０�

１４）鈴木英樹��藤沢良史��辻本尚弥�（２００３）�ラット内側腓腹筋

の異なる部位の持久性トレーニングに対する適応変化��愛

知教育大学研究報告��５２���３１�３４�
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１８）山内秀樹，　宮野佐年（２０００）�ラット内側腓腹筋線維タイプ

の分布特性と非加重による変化��リハビリテーション医学��
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（平成１８年９月１９日受理）


